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別紙 １ 平成２２年度 事務事業評価調書（継続用）
北広島市

整理番号 1802 事務事業名
（高齢サービス費）
緊急通報装置設置事業

作成部署 保健福祉部高齢者支援課

事務事業開始年度 H3
根拠法令等 北広島市緊急通報装置整備事業実施要綱

〃  終了予定年度

内線805

事務区分 ■自治事務　　□法定受託事務 部長職名 三熊　秀範 課長職名 徳村　政昭 作成日 平成22年5月28日

【１ 計　画 （プラン）】

上位施策との関連
（総合計画体系）

章） 安全で安心できるまち

節） 高齢者福祉

施策） 在宅福祉サービスの拡充

手
　
　
段

平成21年度まで

 ※ 市が行った事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

緊急通報装置は、電話機に取り付けるもので、装置本体及び本体と離れた場所から通報可能
なペンダント型の端末器を貸与する。煙センサー・熱センサー・ガス漏れセンサーも希望に
より取り付けられる。緊急時の協力員を2人以上確保して申請する。緊急時の通報は受信セ
ンターに入り、必要に応じて協力員、消防へ出動要請が行なわれる。（装置の設置、システ
ム運営は委託により実施）
なお、平成17年度より所得に応じ設置費用の自己負担を導入した。平成19年10月から、3ヶ
月に1回だった安否確認サービスを毎月行なっている。

平成22年度

 ※ 市が行う事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

同上

目
　
　
的

対　　象
(誰､又は何を)

ひとり暮らしの高齢者及び重度身体障がい者で、身体状況や健康状態により日常生活に支障
がある方

意　　図

 ※ 何をねらっているのか。対象をどのような状態にしたいのか。

急病・事故・火災などの突発的な事態が発生したときに利用者からの通報を受け、必要な救
援態勢をとる。

【２ 実　施 （ドゥ）】 （単位：千円）

【事業費の推移】 20年度決算 21年度決算 22年度予算 23年度の予定

 地方債
直接事業費

 国支出金

 道支出金

 その他特財 40 34 27 27

 一般財源 4,023 4,389 5,583 5,583

0.25

 ③ 1人当り年間平均人件費 9,000 9,000 9,000 9,000

 ① 合　計 4,063 4,423 5,610 5,610

 ② 人　数（年間） 0.25 0.25 0.25

 ④ ＝②×③ 2,250 2,250 2,250 2,250

　総　事　業　費  ①＋④ 6,313 6,673 7,860 7,860

人  件  費
（概算）

25 23 25

【事務事業を評価する指標（ものさし）】 指　　　　　標　　　　　値

指　　　標　　　名 目標値 21年度(確定値) 22年度(予定値） 23年度(予定値)

11 11

消防出動件数 10 9 10 10

25

活 動
指 標

通報件数（緊急時の通報） 19 17 19 19

協力員出動件数 11 10

基 本
指 標

設置累計台数（年度末現在） 190 169 190 190

新規利用者への設置台数

成 果

指 標

【指標の定義（算式等）】

【指標の定義（算式等）】

【指標の定義（算式等）】



評点

□ ■

□

□

□

■

□ □ □ □

□ ■ □ □

□

□

□

□

□ □ □

■ □ □

チ ェ ッ ク 項 目 平成21年度における評価　（現状と課題）

妥
当
性

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

3
　独居高齢者は今後も増加が予想されるため、緊急事
態に24時間いつでも対応できる緊急通報装置の市民
ニーズは高い。

整理番号 1802
【３ 評　価 （チェック）】

公
平
性

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏っ
て
　いないか

3
　装置設置費に係る利用者負担金を、所得段階に応じ
て設定し徴収している。2～3年に1度ペンダントと受信
機の電池代を利用者が自己負担している。

評点区分 　　　３　適　切　　　　　　　　２　改善の余地がある　　　　　　　　１　不適切

有
効
性

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

3
　緊急時には、迅速な対応が取れており、生命の安全
確保につながっているため有効である。

効
率
性

・投入した予算や人員に見合った効果が得られてい
　るか　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

3

　毎月2回程度、緊急通報受信センターの保健師等によ
る安否確認や健康相談の電話サービスを行なってお
り、利用者の生活不安の解消と生命の安全につながる
効果が得られている。

 【法律で実施が義務付けられている事務事業か】 法律の義務付けあり 法律の義務付けなし

【民間活力の活用性評価】

（事業担当部局が評価）

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

－ 現状継続

【４ 総合判定と今後の方向性（アクション）】

現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

【 参 考 】 事業担当部局による評価 外部評価委員会による評価 内部評価委員会による評価

前年度の総合判定 現状継続

休止・廃止

現状継続 現状継続 統合 終了

見直し 平成23年度に向けた具体的な取組　（課題と解決方法等）

【外部評価】 （外部評価委員会による評価 【自己評価】　（事務事業担当部局による評価）

総 合 判 定

（方向性）

拡大重点化 総 合 判 定
（ 取 組 ）

拡大重点化 見直し

統合

今後も身体的に不安を抱えるひとり暮らしの高齢者の増加が見込ま
れ、安心した在宅生活の継続と人命の安全確保の観点から必要性が
高いため、継続していく。

休止・廃止

終了

今後の方向性に対する意見

【内部評価】　（内部評価委員会による評価）

総 合 判 定
（方向性）

平成23年度に向けた具体的な方向性

　自己評価のとおり現状継続とする。

拡大重点化 見直し 休止・廃止

現状継続 統合 終了
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別紙 １ 平成２２年度 事務事業評価調書（継続用）
北広島市

整理番号 1803 事務事業名
(高齢サービス事業）

高齢者サービスガイド作成事業
作成部署保健福祉部高齢者支援課

事務事業開始年度 Ｈ２
根拠法令等

〃  終了予定年度

内線805

事務区分 ■自治事務　　□法定受託事務 部長職名 三熊秀範 課長職名 徳村政昭 作成日 平成22年5月31日

【１ 計　画 （プラン）】

上位施策との関連
（総合計画体系）

章） 安全で安心できるまち

節） 高齢者福祉

施策） 在宅福祉サービスの拡充

手
　
　
段

平成21年度まで

 ※ 市が行った事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

高齢者サービスガイドの配布先
　①高齢者生活実態調査の対象である｢65歳到達者｣｢75歳到達者」｢65歳以上の転入者｣
　②ガイドに掲載されている市役所関係部署、市内関係機関
　③ガイドに掲載されているサークル団体の代表者
　④高齢者支援課で所管する高齢者向けの教室等で参加者に配布
　⑤その他希望者には、市役所、市の出先機関及び保健福祉関係機関で配布

平成22年度

 ※ 市が行う事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

高齢者サービスガイドの配布先
　①高齢者生活実態調査の対象である｢65歳到達者：期間変更｣｢65歳以上の転入者｣
　②ガイドに掲載されている市役所関係部署、市内関係機関
　③ガイドに掲載されているサークル団体の代表者
　④高齢者支援課で所管する高齢者向けの教室等で参加者に配布
　⑤その他希望者には、市役所、市の出先機関及び保健福祉関係機関で配布

目
　
　
的

対　　象
(誰､又は何を)

市民一般

意　　図

 ※ 何をねらっているのか。対象をどのような状態にしたいのか。

　各種相談窓口や保健福祉制度、高齢者が参加できるサークル等を掲載したガイドブックを
作成し、配布することで、高齢者の適切なサービス利用、閉じこもり予防、地域社会への積
極的参加を促す。

【２ 実　施 （ドゥ）】 （単位：千円）

【事業費の推移】 20年度決算 21年度決算 22年度予算 23年度の予定

 地方債
直接事業費

 国支出金

 道支出金

 その他特財 339 305 295 363

 一般財源

 ③ 1人当り年間平均人件費 9,000 9,000 9,000 9,000

 ① 合　計 339 305 295 363

 ② 人　数（年間） 0.01

 ④ ＝②×③ 90 0 0 0

　総　事　業　費  ①＋④ 429 305 295 363

人  件  費
（概算）

【事務事業を評価する指標（ものさし）】 指　　　　　標　　　　　値

指　　　標　　　名 目標値 21年度(確定値) 22年度(予定値） 23年度(予定値)

活 動
指 標

６５歳到達者人口（含む転入 600 600

基 本
指 標

サービスガイド作成数 3,500 3,500 2,500

成 果

指 標

【指標の定義（算式等）】

【指標の定義（算式等）】

【指標の定義（算式等）】



評点
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□

□
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■ □ □

チ ェ ッ ク 項 目 平成21年度における評価　（現状と課題）

妥
当
性

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

3
　高齢者の福祉施策に関する制度などのサービス紹介
であり、行政が実施すべきである。

整理番号 1803
【３ 評　価 （チェック）】

公
平
性

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏っ
　ていないか

3 　サービスガイドの作成意図から無料とする。

評点区分 　　　３　適　切　　　　　　　　２　改善の余地がある　　　　　　　　１　不適切

有
効
性

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

3
　民生委員が担当地区の新たに満６５歳になる方に配
付し、広く活用されている。

効
率
性

・投入した予算や人員に見合った効果が得られてい
　るか　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

3
　財源が地域福祉基金の利息を充当しているが、今
後、印刷物への有料広告掲載など、新たな財源の確保
を検討する。

 【法律で実施が義務付けられている事務事業か】 法律の義務付けあり 法律の義務付けなし

【民間活力の活用性評価】

（事業担当部局が評価）

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

－ 現状継続

【４ 総合判定と今後の方向性（アクション）】

現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

【 参 考 】 事業担当部局による評価 外部評価委員会による評価 内部評価委員会による評価

前年度の総合判定 現状継続

休止・廃止

現状継続 現状継続 統合 終了

見直し 平成23年度に向けた具体的な取組　（課題と解決方法等）

【外部評価】 （外部評価委員会による評価 【自己評価】　（事務事業担当部局による評価）

総 合 判 定

（方向性）

拡大重点化 総 合 判 定
（ 取 組 ）

拡大重点化 見直し

統合

　高齢者の社会参加、健康保持や介護予防、サービスの利用方法な
ど、新しい情報を提供するために今後も継続してサービスガイドを作
成する。
　財源では地域福祉基金の利息を充当しているが、基金利息に頼らず
に有料広告掲載などの新たな財源対策を講じていく必要がある。

休止・廃止

終了

今後の方向性に対する意見

【内部評価】　（内部評価委員会による評価）

総 合 判 定
（方向性）

平成23年度に向けた具体的な方向性

　有料広告掲載など新たな財源対策について検討する必要がある。

拡大重点化 見直し 休止・廃止

現状継続 統合 終了



電話

(第 1

(第 5

(第 1

①高齢者出前健康講座（知識普及･意識啓発） ⑤健康運動教室(介護予防･転倒予防)

②脳の健康教室（認知症予防）

③生活講座（男性の生活の自立）

④健康増進講演会（知識普及･意識啓発）

単位

人

① 回

② 人

③ 人

④

①

②

③

別紙 １ 平成２２年度 事務事業評価調書（継続用）
北広島市

整理番号 1805 事務事業名
(介護予防事業)

一般高齢者知識普及啓発事業
作成部署 高齢者支援課

事務事業開始年度 H18
根拠法令等 介護保険法

〃  終了予定年度

内線694

事務区分 □自治事務　　□法定受託事務 部長職名 三熊秀範 課長職名 徳村政昭 作成日 平成22年5月28日

【１ 計　画 （プラン）】

上位施策との関連
（総合計画体系）

章） 安全で安心できるまち

節） 高齢者福祉

施策） 在宅福祉サービスの拡充

手
　
　
段

平成21年度まで

 ※ 市が行った事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

①高齢者出前健康講座（知識普及･意識啓発）　　②いきいき健脚教室（転倒予防）　③脳
の健康教室（認知症予防）　　④生活講座（男性の生活の自立）　⑤健康増進講演会（知識
普及･意識啓発）　⑥食と歯の健康講座（口腔機能改善と栄養バランス）

平成22年度

 ※ 市が行う事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

目
　
　
的

対　　象
(誰､又は何を)

65歳以上の一般高齢者（介護認定を受けていない元気な高齢者）

意　　図

 ※ 何をねらっているのか。対象をどのような状態にしたいのか。

介護が不要で、健康で自立した生活ができるよう介護予防の知識を普及する。

【２ 実　施 （ドゥ）】 （単位：千円）

【事業費の推移】 20年度決算 21年度決算 22年度予算 23年度の予定

211

 地方債
直接事業費

 国支出金 158 146 423 423

 道支出金 79 73 211

 その他特財 268 360 821 821

 一般財源 126 7 237 237

0.80

 ③ 1人当り年間平均人件費 9,000 9,000 9,000 9,000

 ① 合　計 631 586 1,692 1,692

 ② 人　数（年間） 0.50 0.80 0.80

 ④ ＝②×③ 4,500 7,200 7,200 7,200

　総　事　業　費  ①＋④ 5,131 7,786 8,892 8,892

人  件  費
（概算）

【事務事業を評価する指標（ものさし）】 指　　　　　標　　　　　値

指　　　標　　　名 目標値 21年度(確定値) 22年度(予定値） 23年度(予定値)

1,650 1,650

事業参加ボランティア(実) 3 5 5

活 動
指 標

開催回数(延) 68 109 109

参加人数(延) 1,286

基 本
指 標

一般高齢者数(概数) 10,000 10,000 10,000

(高齢者人口-要介護認定者数)

成 果

指 標

心身状態の課題とその変化
個人により心身状態とその課題が異なるため一概に評価できない。

【指標の定義（算式等）】

【指標の定義（算式等）】

【指標の定義（算式等）】



評点

□ ■

□

□

□

■

□ □ □ □

□ ■ □ □

□

□

□

□

□ ■ □

□ □ □

チ ェ ッ ク 項 目 平成21年度における評価　（現状と課題）

妥
当
性

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

3
　介護保険法に基づき、高齢になっても介護が必要に
ならずに自立した生活を維持できるように事業を行っ
ている。

整理番号 1805
【３ 評　価 （チェック）】

公
平
性

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏っ
て
　いないか

3
　教材費や材料費がかかる事業（生活講座、脳の健康
教室、健康運動教室）については、受益者負担をもう
けている。

評点区分 　　　３　適　切　　　　　　　　２　改善の余地がある　　　　　　　　１　不適切

有
効
性

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

3

　参加者個人の心身状況に合わせて目標を設定し、評
価している。また、市民と協働で運営する事業や専門
の講師を依頼することなどにより事業内容を充実さ
せ、市民が継続して介護予防に取り組むことが出来る
ように事業を企画している。

効
率
性

・投入した予算や人員に見合った効果が得られてい
　るか　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

2

　効率的な運営のため、「いきいき健脚教室」は、
「健康運動教室」との統合と事業委託を検討する。
「食と歯の健康講座」は、参加数が少ないため、他の
事業に組み入れて実施することを検討する。今後も参
加数の増加に向けて、事業の周知や企画運営に検討が
必要。

 【法律で実施が義務付けられている事務事業か】 法律の義務付けあり 法律の義務付けなし

【民間活力の活用性評価】

（事業担当部局が評価）

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

－ 現状継続

【４ 総合判定と今後の方向性（アクション）】

現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

【 参 考 】 事業担当部局による評価 外部評価委員会による評価 内部評価委員会による評価

前年度の総合判定 現状継続

休止・廃止

現状継続 現状継続 統合 終了

見直し 平成23年度に向けた具体的な取組　（課題と解決方法等）

【外部評価】 （外部評価委員会による評価 【自己評価】　（事務事業担当部局による評価）

総 合 判 定

（方向性）

拡大重点化 総 合 判 定
（ 取 組 ）

拡大重点化 見直し

統合

　「いきいき健脚教室」は、「健康運動教室」と統合し、事業を委託
する。「食と歯の健康講座」は、「脳の健康教室」のプログラムに組
み入れて実施する。参加数の増加に向けて、事業の周知に努める。

休止・廃止

終了

今後の方向性に対する意見

【内部評価】　（内部評価委員会による評価）

総 合 判 定
（方向性）

平成23年度に向けた具体的な方向性

　事業内容を検討すること。

拡大重点化 見直し 休止・廃止

現状継続 統合 終了



電話

(第 1

(第 5

(第 1

単位

人

人

① 人

② 人

③ 人

④ 人

①

②

％

別紙 １ 平成２２年度 事務事業評価調書（継続用）
北広島市

整理番号 1806 事務事業名
(介護予防事業)

特定高齢者把握事業
作成部署保健福祉部高齢者支援課

事務事業開始年度 H18
根拠法令等 介護保険法

〃  終了予定年度

内線811

事務区分 ■自治事務　　□法定受託事務 部長職名 三熊秀範 課長職名 徳村政昭 作成日 平成22年5月28日

【１ 計　画 （プラン）】

上位施策との関連
（総合計画体系）

章） 安全で安心できるまち

節） 高齢者福祉

施策） 在宅福祉サービスの拡充

手
　
　
段

平成21年度まで

 ※ 市が行った事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

　生活機能評価や家庭訪問・窓口相談等、様々な機会で「基本チェックリスト」を実施し、
特定高齢者を把握する。H18年度は5名であったが、H19年度に「基本チェックリスト」の該
当基準が変更され113名と把握が進んだ。しかし、元気な高齢者が多く介護予防事業への参
加は12名であった。H20年度は基本健康診査と同時に実施していた生活機能評価が法律の改
正により地域支援事業として単独実施となった。把握件数はH20年度21名、H21年度39名で、
介護保険事業への参加はH20年度9名、H21年度21名と増加傾向にある。

平成22年度

 ※ 市が行う事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

市や高齢者支援センターでの家庭訪問・窓口相談、出前健康講座等、様々な高齢者と接する
機会で「基本チェックリスト」を実施し、特定高齢者を把握する。また、一般高齢者事業の
参加者に広く「基本チェックリスト」を実施するよう努め、特定高齢者介護予防事業の周知
を積極的に行う。

目
　
　
的

対　　象
(誰､又は何を)

要介護状態となるおそれの高い虚弱な状態にある65歳以上の方。（特定高齢者）

意　　図

 ※ 何をねらっているのか。対象をどのような状態にしたいのか。

特定高齢者が要介護状態等となることを予防し、活動的で生きがいのある生活を送ることが
できる。

【２ 実　施 （ドゥ）】 （単位：千円）

【事業費の推移】 20年度決算 21年度決算 22年度予算 23年度の予定

1,576

 地方債
直接事業費

 国支出金 1,490 1,472 3,153 3,153

 道支出金 745 736 1,576

 その他特財 2,978 2,503 5,465 5,465

 一般財源 746 1,179 2,525 2,525

0.20

 ③ 1人当り年間平均人件費 9,000 9,000 9,000 9,000

 ① 合　計 5,959 5,890 12,719 12,719

 ② 人　数（年間） 0.20 0.20 0.20

 ④ ＝②×③ 1,800 1,800 1,800 1,800

　総　事　業　費  ①＋④ 7,759 7,690 14,519 14,519

人  件  費
（概算）

3,043 3,049

【事務事業を評価する指標（ものさし）】 指　　　　　標　　　　　値

指　　　標　　　名 目標値 21年度(確定値) 22年度(予定値） 23年度(予定値)

160 165

特定高齢者決定数 100 39 50 65

3,050

活 動
指 標

基本チェックリストの実施数 1,000 451 500 510

特定高齢者候補者数 100 155

基 本
指 標

高齢者人口－① 60,864 60,986 60,995

特定高齢者予想発生数（①の5%)

特定高齢者介護予防事業参加 50 21 30 40

成 果

指 標

基本チェックリスト実施率

％ 2 0.7 0.8 0.8【指標の定義（算式等）】

基本チェックリスト実施数/高齢者人口

特定高齢者決定率

10 8.6 10.0 12.7【指標の定義（算式等）】

特定高齢者決定数/基本ﾁｪｯｸﾘｽﾄ実施数



評点

■ □

□

□

□

■

□ □ ■ □

□ □ □ □

□

□

□

□

□ ■ □

□ □ □

チ ェ ッ ク 項 目 平成21年度における評価　（現状と課題）

妥
当
性

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

3

　介護予防事業は市町村が実施することとなってお
り、高齢者が要介護状態に移行しないよう介護予防事
業や相談、指導を行うために、特定高齢者を発見する
ことは妥当である。

整理番号 1806
【３ 評　価 （チェック）】

公
平
性

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏っ
て
　いないか

－

評点区分 　　　３　適　切　　　　　　　　２　改善の余地がある　　　　　　　　１　不適切

有
効
性

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

2
　平成19年度から徐々に特定高齢者の介護予防事業へ
の参加率が上昇しているため、有効性も徐々に高まっ
ている。

効
率
性

・投入した予算や人員に見合った効果が得られてい
　るか　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

2
　特定高齢者の把握が少ない現状であり、特定高齢者
の把握経路の拡大や、把握方法を見直す必要がある。

 【法律で実施が義務付けられている事務事業か】 法律の義務付けあり 法律の義務付けなし

【民間活力の活用性評価】

（事業担当部局が評価）

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

－ 見直し

【４ 総合判定と今後の方向性（アクション）】

現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

【 参 考 】 事業担当部局による評価 外部評価委員会による評価 内部評価委員会による評価

前年度の総合判定 見直し

休止・廃止

現状継続 現状継続 統合 終了

見直し 平成23年度に向けた具体的な取組　（課題と解決方法等）

【外部評価】 （外部評価委員会による評価 【自己評価】　（事務事業担当部局による評価）

総 合 判 定

（方向性）

拡大重点化 総 合 判 定
（ 取 組 ）

拡大重点化 見直し

統合

　高齢者支援センターと連携し、高齢者と接する様々な業務の中か
ら、虚弱な高齢者の発見に努めることを継続しつつ、特定高齢者介護
予防事業を広く周知し、基本チェックリスト実施率を高め、特定高齢
者介護予防事業への参加率が向上するよう働きかける。他市町村の動
向や制度見直し等を考慮する。

休止・廃止

終了

今後の方向性に対する意見

【内部評価】　（内部評価委員会による評価）

総 合 判 定
（方向性）

平成23年度に向けた具体的な方向性

　事業内容を検討すること。

拡大重点化 見直し 休止・廃止

現状継続 統合 終了
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(第 1

単位
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④ 人

①
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③

内線818

【事業費の推移】

目
　
　
的

22年度予算

平成22年5月28日作成日徳村　政昭

公的介護施設等整備補助事業事務事業名

根拠法令等

23年度の予定

1807

■自治事務　　□法定受託事務 三熊　秀範

事務事業開始年度

施策）

 ※ 市が行う事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

平成21年度まで

上位施策との関連
（総合計画体系）

 ※ 市が行った事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

意　　図

章）

節）

 その他特財

スプリンクラー設置：４ヶ所
グループホーム建設：１ヶ所

　住み慣れた地域で安心していきいきと暮らせるように、介護保険サービスの充実を図るた
め、公的介護施設整備に対し交付金を交付する。
　また、既存の小規模介護サービス事業所（グループホーム）における防火安全対策のた
め、スプリクラー整備に交付金を交付する。

 ※ 何をねらっているのか。対象をどのような状態にしたいのか。

手
　
　
段

（単位：千円）

平成22年度

直接事業費

 ① 合　計

 国支出金

 道支出金

41,700

0.10

9,000

900

6,444 55,150

135

20年度決算

【２ 実　施 （ドゥ）】

作成部署保健福祉部高齢者支援課

課長職名

整理番号

21年度決算

指　　　標　　　名

地域における公的介護施設等の計画的な整備等の促進に関する法律

事務区分

〃  終了予定年度

0.10

平成２２年度 事務事業評価調書（継続用）

【１ 計　画 （プラン）】

別紙 １

グループホーム建設：１ヶ所（開設準備経費補助金）
共生型施設整備　　：１ヶ所

北広島市

安全で安心できるまち

高齢者福祉

部長職名

在宅福祉サービスの拡充

対　　象
(誰､又は何を)

被保険者のうち、要支援・要介護認定を受け、介護（予防）サービスを利用している方

 一般財源

グループホーム定員

共生型施設

成 果

指 標

１ヶ所

スプリンクラー設置

【指標の定義（算式等）】
ヶ所 １ヶ所

基 本
指 標

90

40,80054,250

0

0.01

9,000

 ④ ＝②×③ 900

21年度(確定値)

人  件  費
（概算）

 ② 人　数（年間）

 ③ 1人当り年間平均人件費

目標値

5,544

40,800

 地方債

指　　　　　標　　　　　値

23年度(予定値)

　総　事　業　費  ①＋④

グループホーム開設
１ヶ所

【指標の定義（算式等）】

13,604

132

13,604

介護サービス受給者数

グループホーム入所者数

３ヶ所

２ヶ所

３ヶ所

１ヶ所ヶ所

117

2,1112,489

1,747

ヶ所

1,750

0.10

5,544 54,250

【指標の定義（算式等）】

120

90

9,0009,000

900

【事務事業を評価する指標（ものさし）】

高齢者数

要介護認定者数

介護サービス受給者数

13,024

22年度(予定値）

1,544 1,650

98

1,747

2,316 2,489

13,314

1,544 1,632

135135

活 動
指 標



評点

□ ■

■

□

□

□

□ □ □ □

□ ■ □ □

□

□

□

□

□ □ □

■ □ □

有
効
性

３

妥
当
性

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

―

見直し

統合

休止・廃止

　国の補助事業であり現状継続とする。

外部評価委員会による評価

【４ 総合判定と今後の方向性（アクション）】

内部評価委員会による評価

拡大重点化

休止・廃止

総 合 判 定
（方向性）

拡大重点化

現状継続

見直し 休止・廃止

【 参 考 】

今後の方向性に対する意見

平成22年度に向けた具体的な方向性

統合 終了

【内部評価】　（内部評価委員会による評価）

平成23年度に向けた具体的な取組　（課題と解決方法等）

終了

現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

総 合 判 定

（方向性）

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

３

３

３

チ ェ ッ ク 項 目

【民間活力の活用性評価】

（事業担当部局が評価）

効
率
性

・投入した予算や人員に見合った効果が得られてい
　るか　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏っ
て
　いないか

整理番号 1807
【３ 評　価 （チェック）】

　国が交付金実施要綱に定める交付基準単価に基づく
金額を交付している。

　当該事業による利益は、特定の法人に対するもので
あるが、交付金が交付されることにより、利用者全体
の個人負担の軽減に資するものである。

平成21年度における評価　（現状と課題）

　平成２３年度においては、施設整備予定無し。
　平成２４年度以降については、次期介護保険事業計画に位置づけ
し、整備を図る。

統合

現状継続

見直し

総 合 判 定
（ 取 組 ）

拡大重点化

現状継続

終了

【外部評価】 （外部評価委員会による評価

法律の義務付けあり

事業担当部局による評価

 【法律で実施が義務付けられている事務事業か】

【自己評価】　（事務事業担当部局による評価）

　　　３　適　切　　　　　　　　２　改善の余地がある　　　　　　　　１　不適切

―

評点区分

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

法律の義務付けなし

前年度の総合判定 ―

公
平
性

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

　目標どおり達成している。

　加速する高齢化社会に対応すべく、安全で安心な施
設整備は市民の要求に合致している。
　また、交付金実施要綱により、市町村が関与しなけ
ればならない事務事業である。

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）


